
１２
月
定
例
県
議
会
が
、
１２
月
4
日
～
１９
日
ま
で
１６
日
間
の
会
期
で
開
催
さ
れ
ま
し
た
。
内
堀
知

事
２
期
目
の
ス
タ
ー
ト
に
あ
た
り
、
神
山
悦
子
県
議
が
代
表
質
問
、
阿
部
裕
美
子
県
議
が
一
般
質
問
、

最
終
日
に
吉
田
英
策
県
議
が
議
案
へ
の
討
論
、
宮
川
え
み
子
県
議
が
１７
年
度
決
算
へ
の
討
論
を
行

い
ま
し
た
。

日
本
共
産
党
福
島
県
議
会
議
員
団

県
庁
内
・
控
室

福
島
市
杉
妻
町
２
の
１
６

電
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０
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２
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２
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６
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質問する

神山悦子県議

１２月７日

神
山
県
議
は
、
全
国
最
下
位
ク

ラ
ス
の
本
県
の
医
療
・
福
祉
、
子

育
て
、
教
育
を
充
実
し
、
大
幅
に

予
算
を
拡
充
す
べ
き
と
求
め
ま
し

た
。
安
倍
政
権
が
す
す
め
る
妊
婦

加
算
は
少
子
化
対
策
に
逆
行
す
る

と
指
摘
、
学
童
保
育
の
設
置
基
準

を
緩
和
せ
ず
、
保
育
の
質
と
安
全

を
確
保
す
る
よ
う
求
め
ま
し
た
。

労
働
時
間
が
全
国
平
均
を
上
回

る
本
県
教
職
員
の
多
忙
化
解
消

は
、
喫
緊
の
課
題
で
す
。
昨
年
１１
月

に
発
表
し
た
共
産
党
の
提
言
を
紹

続
け
る
安
倍
政
権
へ
の
認
識
を
質

し
ま
し
た
。
２
期
目
の
復
興
の
あ

り
方
に
つ
い
て
は
、
イ
ノ
ベ
構
想

な
ど
の
ハ
コ
も
の
づ
く
り
よ
り
も

「
人
間
の
復
興
」
に
重
点
を
お
く

べ
き
と
求
め
ま
し
た
。

一
方
、
企
業
の
参
入
を
可
能
と

す
る
漁
業
法
の
改
定
に
つ
い
て
、

県
は
「
本
県
の
沿
岸
漁
業
や
養
殖

漁
業
に
影
響
は
な
い
」
と
の
驚
く

べ
き
認
識
を
示
し
た
た
め
、
漁
業

者
の
立
場
に
立
つ
の
が
県
の
役
割

憲
法
９
条
改
悪
、
消
費
税
１０
％

増
税
、
臨
時
国
会
で
強
行
し
た
外

国
人
労
働
者
の
拡
大
・
漁
業
法
・

水
道
民
営
化
法
の
改
定
に
対
す
る

知
事
と
県
の
認
識
に
つ
い
て
、
更

に
原
発
問
題
、
賠
償
・
避
難
者
支

援
、
福
祉
型
県
政
へ
の
転
換
、
教

職
員
多
忙
化
解
消
、
高
齢
者
の
公

共
交
通
対
策
を
質
問
し
ま
し
た
。

知
事
選
挙
で
、
内
堀
知
事
は
「
安

倍
政
権
を
評
価
す
る
」
と
答
え
て

い
ま
す
。
知
事
に
対
し
、
暴
走
を

神山悦子(郡山市)阿部裕美子(伊達市・郡)宮川えみ子(いわき市)宮本しづえ(福島市)吉田英策(いわき市)

１９

年
１０

月
の
消
費
税
１０

％
増

税
は
、
復
興
途
上
の
県
民
の
暮
ら

し
を
直
撃
す
る
と
指
摘
。
複
数
税

率
、
カ
ー
ド
へ
の
ポ
イ
ン
ト
還
元
、

商
品
券
な
ど
の
景
気
対
策
は
、
消

費
者
に
大
混
乱
を
も
た
ら
し
、
中

小
業
者
に
も
新
た
な
負
担
増
と
な

る
こ
と
。
イ
ン
ボ
イ
ス
導
入
も
含

め
て
、
増
税
中
止
を
求
め
ま
し
た
。

１９
年
３
月
末
で
打
ち
切
り
と
な

る
南
相
馬
市
、
川
俣
町
、
川
内
村

及
び
帰
還
困
難
区
域
を
除
く
葛
尾

村
、
飯
舘
村
の
避
難
者
へ
の
住
宅

無
償
提
供
や
、
自
主
避
難
者
へ
の

県
の
２
年
間
の
家
賃
補
助
を
、
個

別
の
実
情
に
応
じ
て
継
続
す
る
よ

う
求
め
ま
し
た
。
復
興
公
営
住
宅

の
収
入
超
過
者
へ
の
割
増
家
賃
の

軽
減
策
も
求
め
ま
し
た
。

福
島
第
二
原
発
廃
炉
の
決
断
を

東
電
に
迫
る
こ
と
、
東
海
第
二
の

老
朽
原
発
と
柏
崎
刈
羽
原
発
の
再

稼
働
中
止
を
求
め
ま
し
た
。
地

域
主
導
型
の
再
エ
ネ
を
推
進

し
、
住
宅
用
太
陽
光
発
電
の
固

定
価
格
買
取
り
終
了
世
帯
へ

の
蓄
電
池
の
設
置
支
援
を
求

め
ま
し
た
。

介
し
、
国
に
教
職
員
定
数
の
改
善

を
求
め
る
と
共
に
、
県
に
正
規
教

員
の
増
員
等
を
求
め
ま
し
た
。
不

登
校
や
い
じ
め
対
策
、
県
立
高
校

統
廃
合
問
題
を
質
し
ま
し
た
。

県
立
学
校
の
エ
ア
コ
ン
設
置

費
約
９
億
７
千
万
円
の
補
正
予

算
が
計
上
さ
れ
ま
し
た
。
１９
年
夏

ま
で
に
県
立
高
校
４０
校
の
普
通

教
室
に
設
置
し
ま
す
。
た
だ
し
、

特
別
支
援
学
校
の
１０
校
は
１
年

遅
れ
と
な
る
こ
と
か
ら
早
期
の

設
置
を
求
め
ま
し
た
。

漁業法改定問題で

いわき市漁協と懇談

する宮川・吉田両県議

１１月２２日

写真上=憲法９条改憲ＮＯ！福島県市民アクション県庁前集会（12 月 19 日）

2019 年

1 月

発 行

ゆきとどいた教育を求める実行委員会が

署名 16,533 人分を議長に提出 (12 月 4 日)

写真左＝みちのくアラートでのオスプレイ飛行中止を求め、県へ申し入れ（10 月 29 日）

で
は
な
い
か

と
批
判
し
ま

し
た
。



議
員
と
特
別
職
の

期
末
手
当
に
つ
い
て

は
、
一
般
の
県
民
よ

り
も
報
酬
が
高
く
、

復
興
途
上
で
あ
る
こ

と
か
ら
、
一
般
県
職

員
と
は
分
け
て
考
え

る
べ
き
と
述
べ
、
引

き
上
げ
に
反
対
し
ま

し
た
。

臨
時
国
会
で
、
憲

法
審
査
会
へ
の
自
民

改
憲
案
提
出
を
断
念

さ
せ
た
こ
と
は
、
野

党
共
闘
の
成
果
と
述

べ
、
憲
法
９
条
改
定

反
対
の
意
見
書
は
可

決
す
べ
き
。
消
費
税

10
％
へ
の
増
税
中

２
０
１
７
年
度
も
、

国
は
次
々
と
避
難
指
示

解
除
を
進
め
、
県
は
避

難
者
へ
の
住
宅
無
償
提

供
を
打
ち
切
り
ま
し

た
。
ま
た
、
自
主
避
難

者
に
は
県
の
家
賃
補
助

に
移
行
し
、
支
援
は
限

定
的
に
な
り
ま
し
た
。

一
方
、
国
は
「
福
島

復
興
再
生
特
別
措
置

法
」
を
改
正
し
、
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
・
コ
ー
ス

ト
構
想
を
国
家
的
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
と
位
置
づ
け

ま
し
た
。
県
は
国
と
一

火
災
警
報
器
の
設
置
促
進
等
を

求
め
ま
し
た
。

伊
達
市
へ
の
東
北
一
の
イ
オ

ン
出
店
計
画
が
あ
る
中
、
県
は
商

業
ま
ち
づ
く
り
推
進
条
例
に
基

づ
く
基
本
方
針
の
見
直
し
を
進

め
て
い
ま
す
。
素
案
で
は
、
都
市

機
能
の
集
中
に
よ
り
周
辺
部
の

空
洞
化
を
招
く
広
域
的
な
ま
ち

づ
く
り
で
あ
る
連
携
中
枢
都
市

圏
の
考
え
方
が
書
き
込
ま
れ
て

い
ま
す
。
大
型
店
を
規
制
し
、
歩

い
て
く
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り
を

め
ざ
す
条
例
の
趣
旨
に
反
す
る

こ
と
か
ら
、
盛
り
込
む
べ
き
で
は

な
い
と
求
め
ま
し
た
。

こ
の
30
年
間
に
国
保
加
入
世

帯
の
平
均
所
得
は
、
１
０
０
万
円

も
減
少
し
１
３
８
万
円
と
な
る

一
方
で
、
一
人
あ
た
り
の
国
保
税

額
は
９
万
円
と
倍
増
。
そ
の
た
め

滞
納
世
帯
が
増
加
、
保
険
証
の
取

り
上
げ
や
短
期
保
険
証
が
増
え

続
け
て
い
ま
す
。

日
本
共
産
党
は
、
国
保
の
構
造

的
危
機
を
打
開
す
る
た
め
、
全
国

知
事
会
も
求
め
て
き
た
国
庫
負

担
の
１
兆
円
の
大
幅
増
額
で
、
社

会
保
険
に
は
な
い
世
帯
割
や
均

等
割
の
課
税
を
廃
止
し
、
せ
め
て

協
会
健
保
な
み
の
保
険
料
に
引

き
下
げ
る
こ
と
を
提
案
し
て
い

ま
す
。

教
職
員
の
多
忙
化
、
長
時
間
労
働
を

解
消
す
る
こ
と
は
喫
緊
の
課
題
で
す
。

そ
の
原
因
は
①
国
が
教
員
の
授
業
負

担
を
増
や
し
た
こ
と

②
学
校
が
抱

え
る
課
題
の
増
加
、
「
教
育
改
革
」
に

よ
る
業
務
の
増
大

③
教
員
の
残
業

代
ゼ
ロ
が
長
時
間
労
働
を
野
放
し
に

し
た
こ
と
で
す
。

日
本
共
産
党
は
、
①
標
準
法
が
で
き

た
60
年
前
の
原
則
に
立
ち
返
り
、
先
生

が
受
け
持
つ
授
業
は
小
学
校
１
日
４

コ
マ
を
目
安
に
、
１
週
間
24
コ
マ
、
中

学
校
は
18
コ
マ
を
上
限
と
定
め
、
定
数

を
改
善
す
る

②
国
と
自
治
体
、
学
校

現
場
の
双
方
か
ら
業
務
を
削
減
す
る

③
教
員
に
も
残
業
代
を
支
払
う
等
働

く
ル
ー
ル
を
確
立
す
る

④
非
正
規

教
職
員
の
正
規
化
、
待
遇
改
善
を
進
め

る
。そ

の
た
め
に
全
国
で
10
年
間
に
９

万
人
の
増
員
を
提
案
し
て
い
ま
す
。

止
を
求
め
る
意
見
書

は
、
引
き
上
げ
な
い

こ
と
が
最
大
の
景
気

対
策
と
述
べ
、
可
決

を
求
め
ま
し
た
。

経
団
連
の
未
来
投

資
戦
略
に
沿
っ
た
外

国
人
労
働
者
受
け
入

れ
拡
大
、
沿
岸
漁
業

へ
の
企
業
参
入
に
つ

い
て
は
反
対
し
ま
し

た
。ま

た
、
教
育
署
名

実
行
委
員
会
が
、
１

万
６
，
５
３
３
人
分

の
署
名
と
と
も
に
提

出
し
た
教
育
予
算
の

増
額
な
ど
を
求
め
る

請
願
や
、
県
独
自
の

学
力
テ
ス
ト
中
止
を

求
め
る
こ
と
に
つ
い

て
、
採
択
す
る
よ
う

求
め
ま
し
た
。

2018月11月

大
型
店
の
出
店
規
制
は
継
続
を

体
に
す
す
め
、
イ
ノ
ベ
構

想
へ
７
０
０
億
円
投
入
。

し
か
し
大
企
業
呼
び
込

み
型
で
、
地
元
企
業
や
地

元
住
民
の
参
加
型
に
な

っ
て
い
ま
せ
ん
。
ま
た
、

地
球
温
暖
化
対
策
に
逆

行
す
る
Ｉ
Ｇ
Ｃ
Ｃ
石
炭

火
発
推
進
で
石
炭
輸
入

量
増
大
対
策
と
し
て
、
小

名
浜
東
港
に
３
８
４
億

円
の
増
額
を
決
定
し
ま

し
た
。

復
興
拠
点
の
一
つ
、
ふ

く
し
ま
医
療
機
器
開
発

支
援
セ
ン
タ
ー
は
、
開
設

か
ら
一
年
も
た
た
ず
に

赤
字
が
判
明
、
研
究
部
門

の
運
営
費
と
し
て
２
０

１
８
年
度
以
降
一
般
会

計
か
ら
２
億
数
千
万
円

ず
つ
補
填
す
る
こ
と
に

な
り
ま
し
た
。

こ
れ
ら
の
理
由
を
述

べ
不
認
定
と
し
ま
し
た
。

国
保
税
軽
減
・
災
害
対
策
・
ま
ち
づ
く
り

～
安
心
し
て
く
ら
せ
る
県
づ
く
り
を
～

高
す
ぎ
る
国
保
税
引
き
下
げ
に

１
兆
円
の
国
庫
負
担
増
額
を

本
県
の
国
保
の
滞
納
世
帯
は

全
加
入
世
帯
の
18
％
を
超
え
、

滞
納
世
帯
へ
の
資
格
証
明
書
交

付
が
３
，
４
０
８
世
帯
に
上
っ
て

い
ま
す
。
高
す
ぎ
る
国
保
税
の
根

本
問
題
は
医
療
費
の
国
庫
負
担

45
%
を
23
%
に
引
き
下
げ
た
こ

と
で
す
。

構
造
的
な
危
機
打
開
の
た
め

に
①
全
国
知
事
会
で
も
求
め
て

い
る
国
の
負
担
を
さ
ら
に
１
兆

円
増
や
す
こ
と

②
南
相
馬
市

で
実
施
し
た
子
ど
も
の
均
等
割

を
全
市
町
村
で
免
除
で
き
る
よ

う
県
が
制
度
創
設
を

③
保
険

証
の
取
り
上
げ
と
な
る
資
格
証

や
短
期
保
険
証
の
発
行
は
行
わ

な
い
よ
う
市
町
村
へ
の
指
導
を

求
め
ま
し
た
。

河
川
の
浚
せ
つ
や
改
修
の
予

算
の
増
額
、
体
育
館
の
エ
ア
コ
ン

設
置
な
ど
避
難
所
機
能
の
拡
充
、

設
置
率
が
全
国
43
位
の
住
宅
用

防
災
・
減
災
対
策
強
化
を

議員・特別職の期末手当引き上げ反対

県学力テストの中止、教育予算の増額を

国いいなり・被災県民切り捨て

企業呼びこみ型の県政を批判

宮
川
県
議
は
、
２
０
１
７

年
度
一
般
会
計
決
算
に
つ

い
て
、
不
認
定
の
立
場
で
討

論
し
ま
し
た
。

阿
部
県
議
は
、
高
す
ぎ
る
国
保
税

の
軽
減
、
災
害
対
策
、
商
業
ま
ち
づ

く
り
、
原
発
事
故
対
策
、
イ
ノ
シ
シ

対
策
、
男
女
平
等
な
ど
に
つ
い
て
質

問
し
ま
し
た
。

質問に立つ

阿部裕美子県議

12 月 11 日

手話言語条例は県としては全国 25 番目です。条例化を求め運動してき

た聴覚障がい者協会の約 100 人の傍聴者が可決を見守りました。

決算討論に立つ

宮川えみ子県議
12 月 19 日

12/20 県教育庁と懇談 12/７ 県教職員組合と懇談

２０１８年１２月定例会県政報告

議案討論に立つ

吉田英策県議

12 月 19 日

12
月
県
議
会
で
障
が
い
者
に
係
る
２
つ
の

条
例
が
可
決
し
ま
し
た
。
今
後
、
条
例
に
基
づ

く
施
策
の
具
体
化
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

給
食
費
無
料
化
の

署
名
運
動
が

ス
タ
ー
ト

全
会
一
致
で
可
決
！

障がいのある人もない人も

共 に 暮 ら し や す い

福 島 県 づ く り 条 例
手 話 言 語 条 例

９
月
20
日
「
学
校
給

食
費
無
料
化
を
求
め

る
会
」
が
結
成
さ
れ
、

現
在
30

団
体
の
賛
同

を
得
て
い
ま
す
。
10
万

人
を
目
標
に
署
名
運

動
が
始
ま
り
ま
し
た
。

否決でいいのか！


